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資料１

１

重点 くらし４ 安全・安心まちづくりのための重点的基盤整備

主担当部：警察本部

重点事業の目標

県民の犯罪に対する不安を解消するためには、犯罪発生件数を減少させることはも

とより、子どもから高齢者までのあらゆる人びとが、心から「安全・安心」を実感で

きる地域社会を実現することが求められています。

このため、県民に不安を与える凶悪犯罪等の徹底検挙や地域における犯罪抑止力を

高めることなどを目的とした、ハード・ソフト両面の治安基盤整備を重点的に推進し

ます。

評価結果を踏まえた重点事業の進展度

（ Ａ．進んだ Ｂ．ある程度進んだ Ｃ．あまり進まなかった Ｄ．進まなかった ）

・ 数値目標項目である凶悪犯の検挙率は 80.7％で目標を達成することができました。

また、重点事業を構成する 5 事業全ての事業目標を達成することができたことか

ら、「進んだ」と判断しました。

【重点事業の数値目標の達成状況】

2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度

数値目標項目
下：実績値

上：目標値

下：実績値

上：目標値

下：実績値

上：目標値

下：実績値

上：目標値

下：実績値

目標達成

状況

－ 77％ 78％ 79％ 80％
凶悪犯の検挙率

76.5％ 81.9％ 88.2％ 70.8％ 80.7％
1.00

【構成事業の事業目標平均達成率】 100％

【事業費（千円）】

2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 ４か年計

策定時の見込額 405,011 411,000 403,000 409,000 1,628,011

決算額等 377,227 352,596 373,856 326,052 1,429,731

重点事業を構成する事業全体の 2010 年度事業目標の達成状況

【事業目標達成状況（目標達成事業数／構成事業数）】 ５／５

【達成状況に対するコメント】

・ 全ての構成事業において、事業目標を達成することができました。



２

４年間を振り返っての評価

【これまでの取組と成果、成果が得られた要因と考えられること】

・ 県民の犯罪に対する不安を解消し、「安全・安心」を実感できる地域社会を実現す

るため、ハード・ソフト両面の治安基盤整備を推進した結果、数値目標(凶悪犯罪

の検挙率)を達成することができました。

【残った課題、その要因と考えられること】

・ 数値目標及び事業目標を全て達成しましたが、いまだ凶悪犯罪等は発生し、県民

の不安を十分に解消するには至っていないことから、引き続き、警察活動を支え

る基盤を整備していく必要があります。

重点事業を構成する事業と取組内容

事業名

事業目標

2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度

目標名 上：目標値

下：実績値

上：目標値

下：実績値

上：目標値

下：実績値

上：目標値

下：実績値

目標達

成状況
2010 年度の主な取組内容

（１）犯罪抑止の最前線拠点整備事業

4/16 地区 8/16 地区 12/16 地区 16/16 地区治安拠点の重要整

備地区数（累計） 4/16 地区 8/16 地区 12/16 地区 16/16 地区
1.00
交番・駐在所の緊急整備（4

か所）

2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 ４か年計

149,577 146,000 136,000 175,000 606,577
事業費（千円）
上：策定時の見込額

下：決算額等 129,700 112,557 116,762 127,088 486,107

（２）捜査支援システムの整備事業

4/14 地点 11/14 地点 12/14 地点 14/14 地点凶悪犯罪等を検挙

するための重要整

備地点数（累計） 4/14 地点 10/14 地点 12/14 地点 14/14 地点
1.00

捜査支援システムの整備（2

基）

2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 ４か年計

128,207 122,000 125,000 92,000 467,207
事業費（千円）
上：策定時の見込額

下：決算額等 126,056 108,322 127,581 67,157 429,116

（３）生活安全センターとしての交番機能強化事業

82.5％ 100％ 100％ 100％全交番に占める交

番相談員の配置率 82.5％ 100％ 100％ 100％
1.00
全 58 交番に配置

2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 ４か年計

106,855 133,000 133,000 133,000 505,855
事業費（千円）
上：策定時の見込額

下：決算額等 102,145 124,638 123,391 125,348 475,522

（４）犯罪のないまちづくり活動支援事業

5/18 地区 10/18 地区 14/18 地区 18/18 地区犯罪情報の発信事

業整備地区数（累

計） 5/18 地区 10/18 地区 14/18 地区 18/18 地区
1.00

タイムリーな犯罪分析情報の

発信（4地区）、犯罪抑止広報

の実施（4地区）

2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 ４か年計

8,348 7,000 6,000 6,000 27,348
事業費（千円）
上：策定時の見込額

下：決算額等 7,639 6,035 4,621 5,031 23,326

（５）犯罪被害者が安心して暮らせる環境づくり推進事業

50 人 100 人 150 人 200 人支援活動に従事し

た地域住民の数
70 人 130人 180 人 200 人

1.00

情報の提供（54 回）、研修会

の開催（3回）、イベント開催

（1回）

2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 ４か年計

12,024 3,000 3,000 3,000 21,024
事業費（千円）
上：策定時の見込額

下：決算額等 11,687 1,044 1,501 1,428 15,660



３

施策名 ３２２ 地域安全対策の推進

主担当：警察本部 首席参事官 別府 清雄 電話 059-222-0110

施策の目的

県民が、犯罪や事故に対する不安を感じることなく、安心して暮らしています。

評価結果をふまえた施策の進展度

（ Ａ．進んだ Ｂ．ある程度進んだ Ｃ．あまり進まなかった Ｄ．進まなかった ）

【判断理由】

・ 主指標及び副指標とも目標を達成したほか、基本事業の目標もおおむね達成する

ことができたことから、「ある程度進んだ」と判断しました。

各種データ

2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度

目標項目

下：実績値

上：目標値

下：実績値

上：目標値

下：実績値

上：目標値

下：実績値

上：目標値

下：実績値

目標

達成

状況

【施策目標項目（主指標）】

－ 27,000件 25,000件 24,000件 24,000件
刑法犯認知件数

28,103件 25,964件 25,348件 25,540件 23,425件
1.00

【県の取組目標項目（副指標）】

－ 77.0％ 78.0％ 79.0％ 80.0％
凶悪犯の検挙率（32205）

76.5％ 81.9％ 88.2％ 70.8％ 80.7％
1.00

基本事業名 基本事業の目標項目
2010年度

目標値

2010年度

実績値

目標

達成状況

32201 みんなで進める安

全・安心まちづくり総合対策

の推進

街頭犯罪等の発生件数
4,500

件

3,824

件
1.00

32202 犯罪の徹底検挙と抑

止のための活動強化
重要窃盗犯の検挙人員 300 人 192 人 0.64

32203 組織犯罪対策の推進 暴力団検挙人員 350 人 268 人 0.77

32204 犯罪被害者支援対策

の充実
被害者相談の満足度 85.0％ 85.4％ 1.00

32205 県民の安全を守る活

動基盤の整備

交番・駐在所施設の充実度（相談

室・バリアフリー）
42.0％ 48.8％ 1.00



４

（単位：百万円）

2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度

予算額等 6,899 4,939 5,119 5,729 5,475

概算人件費

（配置人員）

４年間を振り返っての評価

【これまでの取組と成果、成果が得られた要因と考えられること】

・ 県民が不安を感じることなく暮らしていける安全で安心な地域社会を実現するた

め、「みんなで進める安全・安心まちづくり総合対策の推進」などの基本事業を

積極的に推進した結果、施策の数値目標（主指標・副指標）を達成することがで

きました。その要因として、地域住民の防犯意識の高揚と自主防犯活動の活性化、

関係機関・団体等と連携した犯罪抑止活動の推進、計画的な治安基盤整備による

警察活動の強化などが考えられます。

【残った課題、その要因と考えられること】

・ 施策の数値目標（主指標・副指標）は達成することができましたが、基本事業に

掲げた目標の一部を達成することができませんでした。その要因として、犯罪が

巧妙化・広域化していることに加え、暴力団の活動が潜在化していることなどが

考えられます。



犯 罪 情 勢（平成２３年５月末）

１ 刑法犯

認知件数 検挙件数 検挙人員 検挙率

平成23年５月 8,369 2,290 1,194 27.4%

平成22年５月 9,091 2,394 1,313 26.3%

増減数(率) -722(-7.9%) -104(-4.3%) -119(-9.1%) +1.1P

○ 平成23年５月末現在の認知件数は8,369件、前年同期と比べ722件、率にして7.9%

の減少

○ 検挙件数は2,290件で、前年同期と比べ104件、率にして4.3%の減少、検挙率は

27.4%で、前年同期と比べ1.1ポイントの増加

２ 凶悪犯

認知件数 検挙件数 検挙人員 検 挙 率

平成23年５月 37 26 20 70.3%

平成22年５月 22 12 12 54.5%

増減数(率) +15(+68.2%) +14(+116.7%) +8(+66.7%) +15.8P

※ 凶悪犯：殺人・強盗・放火・強姦

○ 平成23年５月末現在の認知件数は37件で、前年同期と比べ15件、率にして68.2%

の増加

○ 検挙件数は26件で、前年同期と比べ14件、率にして116.7%増加、検挙率は70.3%

で、前年同期と比べ15.8ポイントの増加

３ 振り込め詐欺

認知件数 被 害 金 額

平成23年５月 33 約3,670万円

平成22年５月 17 約720万円

増減数(率) +16(+94.1%) +約2,950万円(+409.7%)

※ 振り込め詐欺：オレオレ詐欺、架空請求詐欺、融資保証金詐欺、還付金等詐欺

○ 平成23年５月末現在の認知件数は33件で、前年同期と比べ16件、率にして94.1%、

被害額は3,670万円で、前年同期と比べ約2,950万円、率にして409.7%の増加

５

資料２



４ 組織犯罪の状況

(1) 暴力団勢力

平成22年末現在の暴力団勢力は、35団体920人

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

団体数 61 57 59 56 54 54 49 44 41 35

暴力団勢力 1,510 1,440 1,460 1,420 1,420 1,450 1,370 1,170 1,160 920

(2) 暴力団犯罪

検 挙 人 員
うち刑法犯 うち特別法犯

平成23年５月 67 48 19

平成22年５月 69 43 26

増減数(率) -2(-2.9%) +5(+11.6%) -7(-26.9%)

○ 平成23年５月末現在の検挙人員は67人で、前年同期に比べ2人（2.9%）の減少

○ 検挙人員のうち、刑法犯が48人（71.6%）、特別法犯が19人（28.4%）

(3) 銃器・薬物犯罪

けん銃押収状況 薬 物 犯

押収数 検挙人員
う ち 暴 力 団 うち暴力団

平成23年５月 0 0 51 21

平成22年５月 6 1 72 29

増減数(率) -6(-100.0%) －1(-100.0%) -21(-29.2%) -8(-27.6%)

○ 平成23年５月末現在の拳銃押収はなく、前年同期に比べ６丁の減少

○ 平成23年５月末現在の薬物犯検挙状況は51人で、前年同期に比べ21人、率にして

29.2%の減少

５ 来日外国人犯罪

検 挙 人 員
うち刑法犯 うち特別法犯

平成23年５月 59 49 10

平成22年５月 63 39 24

増減数（率） -4(-6.3%) +10(+25.6%) -14(-58.3%)

○ 平成23年５月末現在の検挙人員は59人で、前年同期に比べ４人、率にして6.3％の

減少

○ 検挙人員のうち、刑法犯が49人（83.1％）で、特別法犯が10人（16.9％）

６










